



















Policy of School Security and its problem 
─From point of view of “school as team” ─
Norihiro KURACHI
Abstruct 
　In this paper, policy of school safety in Japan was examined with view of Safety Culture 
and Organization Management. “Safety Culture” in this paper is based on IAEA’s definition 
and in element of “Safety culture” in based on discussion in industry’s safety. And then 
School Safety Culture was defied. Organization Management is based on Model Curriculum 
　In Japan, policy of school safety was prepared when 1950s incident in school activity and 
as big incidents happened, the policy was improved many times. Now ２nd Plan of promotion 
of school safety is done. This plan has problem of PDCA but aim to Flexible organization 
with many type of specialist and people.












































































































































































































































































































































































































































































































































































































２） IAEA Safety Glossary 2007 Edition
３） ジェームズ・リーズン，塩見弘監訳，高野研一，佐相邦英訳『組織事故―起こるべくして起こる事故からの脱出』
日科技連，1999，ジェームズ前掲著　277-318頁
４） 『学校組織マネジメント研修 ～すべての教職員のために～ （モデル・カリキュラム）』2005
５） ジェームズ　前掲書277頁
６） 紫雲丸事故とは旧国鉄が運航していた宇高連絡船紫雲丸が起こした事故の総称である。1947年から1955年の間
に紫雲丸は合計５回の事故を起こしており，第５回目の事故は高知市立南海中の生徒等修学旅行生100名の命が
奪われるという惨事となった。原因は船長が死亡したため推定の域を出ないが，紫雲丸の船長が目視での確認
を怠った等の人為的ミスであったとされている。
７） 学校健康会法は「日本学校健康会法第１条　日本学校健康会は，児童，生徒等の健康の保持増進を図るため，
などの基本的な倫理規範が学校以外の場所でも尊重
される空間が生まれることが学校に肯定的な影響を
与えることの一例であろう。また，マレーシアの事
例として学校，家庭，コミュニティの３者が共同し
て実施した学校安全プログラムが触れられている。
マレーシアの「学校安全プログラム」は①非常事態，
事故，災害のような安全に関する出来事への理解の
促進，②学校活動において，安全に関する問題を計
画し，具体化する戦略の開発，③学習に直接関わる
安全で健康的な学校環境の育成，④学校における個
人の権利保護，⑤教授と学習の質の向上，⑥各行動
へのガイドラインの準備，⑦学校コミュニティにお
いて，研究と活動に焦点を当てることの促進，⑧学
校に対する積極的な貢献をするために参加したすべ
ての人への奨励の８つをあげている。このような目
的のもと学校，家族，コミュニティにそれぞれの役
割が与えられ，実施されている 13）。
　このように地域と連携して学校安全を達成し，コ
ミュニティでの「安全文化」を構築する取組は国際
的な潮流であり，日本の学校安全に関する政策もこ
のような潮流に沿ったものであると評価できる。
５．終わりに
　以上，学校安全政策の展開を安全文化及び組織マ
ネジメントの観点から検討してきた。日本の学校安
全政策は重大な事故などを受けて生成し，改善され
てきた。その中で「安全文化」に対する理解も深まり，
学校内で「形式知」に当たる学校安全計画，マニュ
アルなどを作成することが義務化されるなど充実さ
れてきている。そして，組織マネジメントの観点が
学校に導入され，コミュニケーションを通じた「組
織的知識創造」が注目されるという潮流を考慮に入
れると，学校安全文化を支える制度的な枠組みはそ
ろいつつあるといえる。さらに，地域との連携とい
う国際的な潮流に合致したアプローチの採用は学校
安全の深化にも寄与することであろう。
　ただし，これらがより実効性がある者となるため
にはコミュニケーションを中心とした組織マネジメ
ントが機能することが前提である。その意味で，校
長のリーダーシップの強化や人事考課制度の改定の
方向性などが，「学校安全文化」とは関わりがない
ように思われるが，重要である。今後の政策動向に
注目していきたい。
55倉知　典弘
学校安全及び学校給食の普及充実，義務教育諸学校等の管理下における児童，生徒等の災害に関する必要な給付，
学校給食用物資の適正円滑な供給等を行い，もつて心身ともに健康な児童，生徒等の育成に資することを目的
とする」（第１条）と学校安全を筆頭の事務として位置づけている。なお，学校健康会の業務を述べた第18条で
も「学校安全（学校における安全教育及び安全管理をいう。）及び学校給食（学校給食法（昭和二十九年法律第
百六十号）第三条に規定する学校給食，夜間課程を置く高等学校における学校給食に関する法律（昭和三十一
年法律第百五十七号）第二条に規定する夜間学校給食及び盲学校，　聾学校及び養護学校の幼稚部及び高等部に
おける学校給食に関する法律（昭和三十二年法律第百十八号）第二条に規定する学校給食をいう。以下同じ。）
の普及充実に関すること」と学校安全が最初にあげられている。
８） そこでも「日本体育・学校健康センターは，体育の振興と児童，生徒等の健康の保持増進を図るため，その設
置する体育施設の適切かつ効率的な運営，スポーツの振興のために必要な援助，義務教育諸学校等の管理下に
おける児童，生徒等の災害に関する必要な給付，学校給食用物資の適正円滑な供給その他体育，学校安全及び
学校給食の普及充実等を行い，もつて国民の心身の健全な発達に寄与することを目的とする」（第１条）と学校
安全会法の基本的な用語例が用いられている。
９） このような普段の「安全教育」が被害を左右する事例は大川小学校の事例にとどまるものではない。実際の避
難先とは違うところへの避難訓練を漫然と続けた結果津波に巻き込まれてなくなってしまう事例もあったこと
は心にとめておきたい。
10） 同会議に最初に配布された資料には，学校事故対応に関する調査研究が求められる背景として，体育活動中の
事故（京都市プール事故（H24）等），食物アレルギーによる給食事故（東京都調布市給食事故（H24）等），自
然災害（大川小学校事故（H23）等）が情報公開や原因の検証に対する学校及び設置者の対応について国民の
関心を高めているとしている。なお，本節で述べた以外にも「教育・保育施設等における重大事故の再発防止
策に関する検討会」による「教育・保育施設等における事故の発生防止（予防）及び事故発生時の対応のため
のガイドライン」「子供の自殺が起きたときの背景調査の指針（改訂版）」などの作成が行われている。
11） 前平泰志，生駒佳也，岡田光恵，辻喜代司，猿山隆子，鎹純香，飯田優美「自己教育における時空間の統合の
研究―フィールド研究とライフヒストリーを結ぶもの（２）」日本社会教育学会　第64回研究大会自由研究発表
配布資料，2017
12） OECD編　立田慶裕監訳　安藤友紀訳『学校安全と危機管理―世界の事例と教訓に学ぶ』明石書店，2005，
117-118頁
13） 本書にはカナダやマレーシア以外の事例も触れられている。同上書　105-166頁参照
